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2013 年 6 月 19 日 
株式会社日立製作所 

株式会社日立システムズ 

 
「自治体向け番号制度導入支援ソリューション」の提供を開始 

自治体の番号制度導入に対応する専門組織「ＩＤ基盤推進センタ」を設立 

 
株式会社日立製作所(執行役社長：中西 宏明／以下、日立)、ならびに、株式会社日立システム

ズ(代表取締役 取締役社長：髙橋 直也)は、このたび、国民一人ひとりに固有の番号を付与し、社

会保障や税に関する情報を一体的に捉え、国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現す

ることを目的に導入が決まった、いわゆる社会保障・税番号制度(以下、番号制度)に自治体が対応

するための製品やサービスを体系化し、「自治体向け番号制度導入支援ソリューション」として 7 月 1
日から提供を開始します。 

本ソリューションでは、都道府県や市区町村といった自治体が番号制度に対応するために実施する計

画策定からシステム導入、導入後の運用など各種作業に応じ、日立グループが長年培ってきたノウハウ

を広く活用した製品やサービスをトータルソリューションとして提供します。 
なお今回、自治体の番号制度導入に対応する専門組織として、日立に「ID 基盤推進センタ」を 7

月 1 日付で設立します。本組織は、日立グループ各社を統括する横断的な組織として、ソリューショ

ンの開発のほか、全国のパートナー企業を通じて本ソリューションを提供するための支援などを行いま

す。 

 
本年 5 月 24 日、番号制度を規定した「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律」(以下、番号法)が成立しました。これにより、2015 年から国民一人ひとりに固有

の番号が通知され、2016 年から年金、医療などの社会保障や税分野における番号の利用が開始さ

れます。そのため、自治体では、番号制度が業務やシステムに及ぼす影響を調査し、番号制度に対

応するための計画を策定し、番号法で定められた期日までに、既存業務システムの改修などを実施

する必要があります。 
 
日立グループは、従来から自治体の幅広い業務に対応したソリューションの提供や社会保障・税

分野における大規模なシステム導入、改修のノウハウを培ってきました。また、早い段階から番号制

度に関する情報収集と対応方法を検討してきました。 
 
本ソリューションでは、「コンサルティング」「製品・サービス適用」「システム導入支援」「運用支援」

「教育支援」をメニューとして用意しています。「コンサルティング」では、番号制度導入計画の策定や事

前準備として自治体に義務付けられている特定個人情報保護評価(PIA*)や情報セキュリティポリシー策

定などを支援します。また、「製品・サービス適用」により、例えば指静脈認証をはじめとした強固なセキュ

リティ対策などが可能です。さらに、「システム導入支援」による既存システムの改修や新規システムの導

入、そして導入後の「運用支援」に加え、「教育支援」により職員研修を実施します。これらを自治体の業
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務やシステム、そして番号制度に精通したコンサルタントとエンジニアが中心となり、トータルソリュー

ションとして提供します。本ソリューションを導入することで、自治体は、番号制度への対応を円滑かつ

確実に実施することができます。 
* PIA(Privacy Impact Assessment)：個人情報を取り扱うシステム、事業、サービスなどにおいて、プライバシーへの影響を事前に評価

し、プライバシーの侵害を防ぐために、運用面、技術面での対策を講じる一連のプロセス 

 
今後、日立グループは、本ソリューションのさらなる拡充を進めるとともに、パートナー企業とも連携し、

全国の自治体の番号制度対応を確実に支援していきます。 

 

■「自治体向け番号制度導入支援ソリューション」の概要図 

 

■「自治体向け番号制度導入支援ソリューション」の価格ならびに提供開始時期 

名称 価格 提供開始時期 

自治体向け番号制度導入支援ソリューション 

コンサルティング 

製品・サービス適用 

システム導入支援 

運用支援 

 

教育支援 

個別見積 2013 年 7 月 1 日 

 

■ 日立の「自治体向け番号制度導入支援ソリューション」に関する Web サイト 

URL： http://www.hitachi.co.jp/app/bangou/ 
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■ 本件に関するお問い合わせ先 

株式会社日立製作所 情報・通信システム社 公共システム営業統括本部 
カスタマ・リレーションズセンタ [担当：村山] 
〒136-8632 東京都江東区新砂一丁目 6 番 27 号 新砂プラザ 
URL： http://www.hitachi.co.jp/pchannel-inq/ 
 
株式会社日立システムズ [商品お問い合わせ窓口] 
お問い合わせ Web フォーム：https://www.hitachi-systems.com/d-inquiry/contact.cgi 

 

■ 報道機関お問い合わせ先 

株式会社日立システムズ CSR 本部コーポレート・コミュニケーション部 [担当：松林、杉山] 
〒141-8672 東京都品川区大崎一丁目 2 番 1 号 
TEL：03-5435-5002（ダイヤルイン） 
E-mail ： press.we@ml.hitachi-systems.com 
 

以上 
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■｢自治体向け番号制度導入支援ソリューション｣の概要 

 

 １．コンサルティング 

番号制度の導入に伴い、自治体の業務・システムの影響調査・分析を行い、番号制度の導入計

画を策定します。また、番号制度導入に向けて自治体に実施が義務付けられている特定個人情

報保護評価（PIA）の導入や情報セキュリティポリシーの策定を支援します。 

 

２．製品・サービス適用 

番号制度導入に向けて、自治体では、あらかじめ複数のシステムが保有する情報を整理する必

要があります。また、番号制度導入後は、他団体との情報連携を行うことにより、より高度なセキ

ュリティ対策や証跡管理を求められることになります。そのため、各種の製品・サービスを適用す

ることで、自治体が実施するべきこれらの作業を効率的かつ確実に実施します。 

 

３．システム導入支援 

番号制度導入に向けて、自治体が対応する必要のある既存システムの改修や新規システムの

構築を行い、番号制度に確実に対応します。また、番号制度への対応を契機に、システムコスト

や運用負荷を軽減するためのクラウド化対応など、新規行政サービスの導入も支援します。 

 

４．運用支援 

番号制度導入に伴い、団体間で情報が連携されることにより、自治体ではより高いシステムの信

頼性を求められることになります。そこで、自治体のシステム運用に関する負荷を軽減するため、

運用・監視アウトソーシングや、不正アクセス監視などのセキュリティ管理サービスを実施します。 

 

５．教育支援 

番号制度の導入に向けて、自治体の職員は、番号制度の概要や業務・システムへの影響など、

さまざまな知識を身につける必要があります。そこで、自治体の職員が必要な知識・ノウハウを身

につけるための研修サービスを提供します。 

添付別紙 


